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糸魚川市（以下「甲」という。）と・・・事業者名・・・（以下「乙」という。）は、糸魚川市

公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成17年条例第225号）（以下「手続条

例」という。）第７条の規定に基づき、次のとおり（仮称）糸魚川市子育て支援複合施設〈施設

名〉（以下「本施設」という。）の管理業務（以下「本業務」という。）の維持管理・運営業務に

係る協定（以下「基本協定」という。）を締結する。 

 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 基本協定は、糸魚川市・・・施設条例名・・・（令和〇年条例第○○号）（以下「施設条

例」という。）第３条の規定に基づき、本施設の指定管理者に指定された乙が行う本業務につ

いて、甲と乙が相互に協力し、適切かつ円滑に本施設を管理するために必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 

 

（指定管理者の指定の意義） 

第２条 甲及び乙は、本施設の管理に関して甲が指定管理者の指定を行うことの意義は、乙の経

営ノウハウや顧客サービスを活用し、本施設の設置効果及び運営効率を向上させ、本施設の設

置目的をより効果的かつ効率的に達成することにあることを確認する。 

 

（定義） 

第３条 基本協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによる。 

(1) 年 度 協 定  基本協定のほか、甲と乙が指定期間中に必要に応じて締結する年度ご

との協定をいう。 

(2) 基 本 協 定 等  基本協定、年度協定をいう。 

(3) 指 定 期 間  地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第５項に規定する期

間であって、甲が乙を指定管理者として指定し、本業務を行わせる期間

をいう。 

(4) 指 定 管 理 料  甲が乙に対して支払う本業務の実施に関する対価をいう。 

(5) 仕 様 書  本業務の細目を定めた仕様書（別紙１）をいう。 

(6) 利 用 料 金  施設条例の規定に基づき管理施設の利用の対価として利用者から乙

に支払われる施設利用料をいう。 

(7) 基本事業計画書  指定期間内の本業務の実施に関する基本事業計画書をいう。 

(8) 年度事業計画書  年度内の本業務の実施に関する年度事業計画書をいう。 

(9) 事 業 計 画 書 等  基本協定等、仕様書、条例その他関係法令のほか、基本事業計画書及

び年度事業計画書をいう。 
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（信義誠実の原則） 

第４条 甲及び乙は、互いに協力し信義を重んじ、基本協定等を誠実に履行しなければならない。 

 

（管理物件） 

第５条 本業務の対象となる施設、設備及び備品等（以下「管理物件」という。）は、仕様書（別

紙１）及び備品等一覧表（別紙２）に記載のとおりとする。 

２ 乙は、善良なる管理者の注意をもって管理物件を管理しなければならない。 

３ 乙は、管理物件を本業務以外の目的に使用してはならない。ただし、あらかじめ甲の承認を

得たときは、この限りでない。 

４ 乙は、管理物件の原状を変更してはならない。ただし、あらかじめ文書により甲の承認を得

た場合は、この限りでない。 

 

（指定期間） 

第６条 指定期間は、令和10年４月１日から令和15年３月31日までの前期と令和15年４月１日か

ら令和20年３月31日までの後期とするが、市議会による指定管理者の指定に関する議決が得ら

れない場合は、この限りでない。 

２ 本業務に係る会計年度は、毎年４月１日から翌年３月31日までとする。 

 

（法令等の遵守） 

第７条 乙は、本業務の実施に当たっては、次の法令、基本協定等及び仕様書による条項や指示

項目を遵守するとともに、管理物件を常に良好な状態において管理し、本施設の設置目的や管

理運営方針に沿って最も効果的に運営しなければならない。 

(1) 地方自治法及び地方自治法施行令（昭和22年政令第16号） 

(2) 労働基準法（昭和22年法律第49号）その他の労働関係法令 

(3) 糸魚川市財務規則（平成17年規則第49号） 

(4) ・・・施設条例名・・・条例（令和○年条例第○号） 

(5) 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及び個人情報の保護に関する法律施

行令（平成15年政令第507号） 

(6) 糸魚川市情報公開条例（平成17年条例第14号）及び糸魚川市情報公開条例施行規則（平成

17年規則第15号） 

(7) 糸魚川市行政手続条例（平成17年条例第13号）及び糸魚川市行政手続条例施行規則（平成

17年規則第13号） 

(8) 消防法（昭和23年法律第186号）、糸魚川市火災予防条例（平成17年条例第195号）及び糸

魚川市火災予防条例施行規則（平成17年規則第201号） 

(9) その他本業務を履行するにあたって関係する法令、条例、規則、要綱、通知等  

  



 

3 

 

（共通事項） 

第８条 基本協定等に関する甲乙間の通知、請求、申請、申出、報告、確認、承認、合意、変更、

取消し、停止及び解除その他の甲乙間に係る行為（以下この条において「通知等」という。）

は、特別に定める場合を除き、書面により行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない事情がある場合には、甲及び乙は、前項に規定

する通知等について口頭で行うことができる。この場合において、甲及び乙は、後日、速やか

に既に行った通知等を書面に記載し、これを相手方に交付しなければならない。  

３ 甲及び乙は、基本協定等の規定に基づき協議を行うときは、当該協議の内容を書面に記録し、

双方合意の上、保有する。 

 

 

第２章 本業務の範囲と実施条件 

 

（乙が行う本業務の範囲） 

第９条 乙が行う本業務の範囲は、施設条例第…条に規定する範囲とし、業務の細目は、仕様書

に記載する。なお、行政財産の目的外使用許可に関する業務は、甲が行う。 

２ 前項に定める業務のほか、各年度において特に必要となる業務がある場合は、年度協定を締

結して定める。 

 

（本業務の実施条件） 

第10条 乙が本業務を実施するに当たって満たさなければならない仕様、要求水準等の条件は、

仕様書に定める。 

 

（本業務の範囲及び実施条件の変更等） 

第11条 甲又は乙は、必要と認めるときは、前２条で定めた乙が行う本業務、甲が行う本業務の

範囲及び実施条件について、変更の協議を文書又は口頭で申し入れることができる。 

２ 甲又は乙は、前項の申入れがあったときは、協議に応じなければならない。 

３ 第１項の変更及びそれに伴う指定管理料の変更等については、前項の協議において決定する。 

 

 

第３章 本業務の実施 

 

（基本事業計画書） 

第12条 乙は、指定期間開始日の60日前までに基本事業計画書を甲に提出し、その承認を受けな

ければならない。 

２ 乙は、甲に提出した基本事業計画書の内容を変更しようとするときは、甲の承認を受けなけ

ればならない。 
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（年度事業計画書） 

第13条 乙は、毎年度開始日の30日前までに、年度事業計画書を甲に提出し、その承認を受けな

ければならない。 

２ 乙は、甲に提出した年度事業計画書の内容を変更しようとするときは、甲の承認を受けなけ

ればならない。 

 

 

（本業務の実施） 

第14条 乙は、事業計画書等に従って適正かつ確実に本業務を実施しなければならない。  

２ 乙は、前項に掲げる基本協定等その他の書類に定める内容に即した業務を実施するよう万全

を期すものとする。ただし、甲の責めに帰すべき事由により業務内容が不適合となったときは、

この限りでない。 

３ 基本協定等と事業計画書等との間に矛盾又は相違がある場合は、基本協定等の記載が優先す

る。 

４ 前項の規定にかかわらず、事業計画書等において基本協定等を上回る水準が記載されている

場合は、事業計画書等に記載された水準による。 

 

（人材の確保等） 

第15条 乙は、本業務の実施に必要な資格者及び人材を確保し、事業計画書等に基づき、必要な

人員を配置し、適切な業務執行体制を維持しなければならない。 

２ 乙は、法令等により資格（免許）等を必要とする業務について、当該資格等を証する書面の

写しを甲に提出しなければならない。 

３ 乙は、本業務の適正な執行に必要となる知識・技能の習得、資質向上等のため、研修を実施

し、人材の育成に努め、利用者サービスの質の維持向上に努めなければならない。  

 

（運営業務責任者） 

第16条 乙は、本業務の実施にあたって運営業務責任者（以下「責任者」という。）を定め、甲

に報告しなければならない。また、責任者を変更したときも同様とする。 

２ 責任者は、基本協定等の履行に関し、その運営及び管理監督を行うほか、仕様書の変更、指

定管理料の変更、基本協定等有効期間の変更、指定管理料の請求及び受領、本業務関係者に関

する措置請求に係る権限を除き、基本協定等に基づく乙の一切の権限を行使できるものとする。 

 

（業務の委託等） 

第17条 乙は、本業務を第三者に委託してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、あらかじめ甲の承認を得た場合に限り、業務の一部を第三

者（以下「受託者」という。）に委託することができる。この場合において、受託者からさら

に再委託してはならない。 
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３ 乙は、前項の規定により本業務の一部を受託者に実施させる場合は、すべて乙の責任及び費

用において行い、本業務に関して乙が使用する受託者の責めに帰すべき事由により生じた損害

及び増加費用については、すべて乙の責めに帰すべき事由として生じたものとみなして、乙が

負担する。 

４ 乙は、糸魚川市建設工事等請負業者指名停止等措置要領（平成27年告示第41号）及び糸魚川

市物品調達等請負業者指名停止等措置要領（平成27年告示第42号）の規定による入札参加停止

等の措置を受けた者（以下「入札参加停止者」という。）及び糸魚川市暴力団排除条例（平成

24年条例第２号、以下「暴排条例」という。）第６条の規定による入札参加除外等の措置を受

けた者（以下「入札参加除外者」という。）並びに同条例第２条第１項第１号から第３号まで

に該当する者（以下「暴力団員等」という。）を受託者としてはならない。 

 

（不当介入等に対する措置）  

第18条 乙は、基本協定等の履行に当たり、暴力団員等から、暴排条例第２条第１項第１号に規

定する暴力団を利することとなるような社会通念上不当な要求又は契約の適正な履行を妨げ

る行為（以下「不当介入等」という。）を受けたときは、直ちに甲に報告するとともに、警察

に通報しなければならない。 

２ 乙は、前条第２項の規定による受託者が暴力団員等から不当介入等を受けたときは、直ちに

甲に報告するとともに、受託者に対して警察に通報するよう指導しなければならない。  

３ 乙は、前２項に定める報告及び通報により、甲が行う調査及び警察が行う捜査に協力しなけ

ればならない。  

 

（委託契約の解除） 

第19条 甲は、乙が第17条第４項に違反した場合は、乙に対して、当該委託契約の解除を求める

ことができる。また、これにより当該委託契約の解除を行った場合における一切の責任及び費

用は、乙が負担する。 

 

（管理物件の維持保全） 

第20条 管理物件の補修に係る経費について、施設の性能及び機能を保つために必要な補修等は、

乙の負担とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙の申請により管理物件の改造、増築、改築、大規模修繕等を実

施する場合の費用負担及び実施方法については、修繕計画書に基づき、甲乙協議のうえ決定す

るものとする。 

（臨機の措置等） 

第21条 乙は、災害防止その他の緊急の必要があるときは、臨機の措置をとらなければならない。

この場合において、乙は、その措置の内容を直ちに甲に報告しなければならない。  

２ 乙が前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に要した費用のうち、乙

による一般的な管理行為に属するものとして指定管理料に含めることが適当でないと甲が認
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めた部分については、甲が当該部分に相当する合理的な費用を負担するものとし、当該費用の

金額及び支払い方法については、甲乙協議して定める。 

３ 乙は、本業務に関して緊急時、防犯及び防災対策のマニュアル並びに従業員の連絡網等を作

成し、甲に報告するとともに、緊急時の対応を従業員に指導しなければならない。  

 

（利用者保護等） 

第22条 乙は、本業務の実施にあたって、事故が発生した場合は、適切な対応及び処置を行うも

のとし、事故の対応及び処置を行ったときは、速やかに甲に報告しなければならない。  

２ 乙は、利用者等から要望及び苦情（以下「要望等」という。）がある場合は、適切な対応を

行い、当該要望等の円滑かつ円満な解決に努めるものとし、速やかに甲に報告しなければなら

ない。 

 

（個人情報等の取扱い） 

第23条 乙は、本業務の遂行上知り得た個人に関する情報の取扱いにあたっては、個人情報の保

護に関する法律（平成15年法律第57号）の規定を遵守しなければならない。 

２ 乙の役員及び使用人並びに第17条第２項による受託者の役員及び使用人は、本業務の遂行上

知り得た秘密を外部へ漏らし、又は不当な目的に使用してはならない。指定期間が満了し、若

しくは指定を取り消され、又はその職を退いた後も同様とする。 

 

（情報の公開） 

第24条 乙は、本業務に関して保有する情報の公開について、糸魚川市情報公開条例（平成17年

条例第14号）の規定を遵守し、本業務に対する市民の理解と信頼を深めるよう努めなければな

らない。 

 

（文書管理等） 

第25条 乙は、本業務を行うにあたり作成又は取得した文書（以下「施設文書」という。）につ

いて、目録を作成の上、当該文書を適正に管理するものとし、甲が指示する期間（以下「保存

期間」という。）当該文書を保存しなければならない。 

２ 乙は、保存期間が満了した施設文書を廃棄しようとするときは、甲の承認を得るものとし、

甲の指示に従って確実に処分しなければならない。 

３ 乙は、指定期間の満了時又は指定管理者の指定が取り消されたときは、施設文書を速やかに

甲に引き渡さなければならない。ただし、当該文書の取扱いについて、甲が別に指示したとき

は、当該指示によるものとする。 

 

（本業務の経理） 

第26条 乙は、本業務の経理を適切に管理運用しなければならない。 



 

7 

 

２ 乙は、本業務に係る損益状況及び資金の保有状況について、独立の帳簿を設ける等により他

の会計と区分して整理するとともに、甲の求めに応じ、関係する書類や通帳、伝票等の開示に

努める等、本業務の経理を厳正に行わなければならない。 

 

 （意見聴取の実施） 

第27条 乙は、本業務に関する利用者の意見や要望を把握し、本業務に反映させるため、利用者

を対象としてアンケート等による意見聴取を行わなければならない。 

２ 乙は、前項の規定により実施した意見聴取の結果を集計し、当該集計結果並びに乙による分

析及び評価等が記載された結果報告書を甲に提出しなければならない。 

 

（リスクの分担） 

第28条 基本協定に定めのあるもののほか、本業務の履行にあたり想定されるリスクの分担につ

いては、リスク分担表（別紙３）のとおりとする。 

２ 前項に定める事項に疑義がある場合又は前項に定める事項以外の不測のリスクが生じた場

合は、甲乙協議のうえ、その分担を決定する。 

 

 

第４章 備品等の取扱い 

 

（甲による備品等の貸与） 

第29条 甲は、備品等一覧表（別紙２）に示す備品等（以下「Ⅰ種備品等」という。）を、無償

で乙に貸与する。 

２ 乙は、指定期間中、Ⅰ種備品等を常に良好な状態に保たなければならない。 

３ 乙は、Ⅰ種備品等の設置場所を変更してはならない。ただし、あらかじめ甲の承認を得た場

合は、この限りでない。 

４ Ⅰ種備品等が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなった場合は、甲は、

乙との協議により、必要と認めるものについて、甲の負担により当該備品等を購入又は調達す

る。 

５ 乙は、故意又は過失によりⅠ種備品等を滅失又はき損したときは、甲との協議により必要に

応じて甲に対しこれを弁償又は自己の費用で当該物と同等の機能及び価値を有するものを購

入若しくは調達することにより補償しなければならない。 

 

（乙による備品等の購入） 

第30条 乙は、甲の承認を得たうえで、任意により備品等（以下「Ⅱ種備品等」という。）を購

入又は調達し、本業務実施のために供することができる。 

２ 乙は、前項の規定に基づきⅡ種備品等を購入又は調達したときは、速やかに甲に報告すると

ともに、帳簿を設ける等により、明確に整理しなければならない。 
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第５章 業務実施に係る甲の確認事項 

 

 

（事業報告） 

第31条 乙は、毎年度終了後、５月31日までに甲が定める事業報告書を甲へ提出しなければなら

ない。ただし、年度の途中において指定管理者の指定を取り消されたときは、その取り消され

た日の翌日から起算して30日以内に、取り消された日までの間の事業に係る事業報告書を甲に

提出しなければならない。 

２ 乙は、本業務に関する月例業務報告書を毎月作成し、翌月10日までに、収支状況報告書を半

期ごとに作成し、各半期終了後30日以内に甲に提出しなければならない。 

３ 甲は、前２項に規定する報告書の内容又はそれに関連する事項について、乙に対して書面又

は口頭による説明を求めることができる。 

 

（立会、報告、調査等） 

第32条 甲は、必要があると認めるときは、本業務の実施に立会うことができるものとし、乙は

これに協力しなければならない。 

２ 乙は、次の各号に該当したときは、速やかに甲に報告しなければならない。 

(1) 本業務の実施に当たって、事故又は災害等の緊急事態が発生したとき。 

(2) 本業務の実施に関し、争訟が提起されたとき、又は提起されるおそれがあるとき。  

(3) 乙と金融機関との取引が停止となったとき。 

(4) 乙が本業務に関して有する債権に対して差押え又は仮差押えがなされたとき。  

(5) 乙が破産、会社更生、民事再生及び特別清算のいずれかの申立てを行うとき、又は申立て

するおそれがあるとき、又は破産の申立てをされるおそれがあるとき。 

(6) その他乙において本業務の適正な実施が困難となったとき、又は本業務の適正な実施に重

大な影響を及ぼすと認められる事態になったとき。 

３ 甲は、本業務の実施の適正を期するため必要があると認めるときは、乙に対し報告を求め、

乙の帳簿、書類等の検査を行い、収支状況等について説明を求めることができる、又は本業務

の実施について実地に調査することができる。 

４ 乙は、甲から前項の求めを受けた場合は、合理的な理由がある場合を除いてその求めに応じ

なければならない。 

 

（改善指示） 

第33条 甲は、前条第１項から第３項までの規定による立会、報告、調査等によって、必要があ

ると認めるときは、期限を定めて必要な業務の改善や是正の指示をすることができる。  

２ 乙は、前項により甲から指示を受けた場合は、甲が定める期限までに改善又は是正をしなけ

ればならない。 
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（経営状況の確認） 

第34条 乙は、経営の健全性を証するため、乙が会社法（平成17年法律第86号）、特定非営利活

動促進法（平成10年法律第７号）その他関係法令で求められる計算書類及び監査報告書を、５

月31日までに第32条に定める事業報告書とともに甲へ提出しなければならない。 

（市税等の納税状況調査） 

第35条 甲は、指定期間中において毎年度、乙の市税等の納税状況について調査するものとする。 

２ 乙は、前項の調査に協力しなければならない。 

 

（モニタリングの実施） 

第36条 甲は、指定期間中において、必要に応じて本業務の実績の確認及び評価をするためのモ

ニタリングを行うことができるものとし、乙は、これに協力しなければならない。  

２ 甲は、前項によりモニタリングを行ったときは、その評価結果を乙に通知するとともに、公

表するものとする。 

３ 甲は、前項の評価結果に基づき、本施設の効果的な運営のために、乙に対して必要な指示を

することができる。 

４ 乙は、前項により甲から指示を受けた場合は、速やかに応じなければならない。  

 

 

第６章 指定管理料及び利用料金等 

 

（指定管理料） 

第37条 甲は、本業務実施の対価として、令和６年●月●日締結の（仮称）糸魚川市駅北子育て

支援複合施設整備事業基本協定書をはじめ、本基本協定に基づき、乙に指定管理料を支払う。 

２ 各年度の指定管理料の額は、甲の歳出予算の範囲内で年度協定において定める。  

３ 前項により定めた額は、第11条により本業務の範囲等が変更になった場合又は特別な事情が

あると認められる場合を除き、業務実施に要した経費及び利用料金その他の収入に増減があっ

ても、増額又は減額しない。 

４ 指定管理料の変更及び支払にかかる方法等については、年度協定で定める。 

 

（利用料金） 

第38条 甲は、利用料金を乙の収入として収受させる。 

２ 利用料金の額は、施設条例に定める額の範囲内において、乙が事前に甲の承認を得て定める。 

３ 乙は、前項により定めた利用料金の額を変更しようとするときは、事前に甲の承認を得なけ

ればならない。 

 

 （その他の収入） 

第39条 乙は、本業務の実施に伴い、利用料金以外の収入がある場合は、これを乙の収入として

収受する。 
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２ 前項の規定にかかわらず、本業務に関連して甲が実施する事業において、甲が収受すべき収

入は、甲の収入とする。 

 

 

 

第７章 自主事業 

 

（自主事業の実施） 

第40条 乙は、本業務の範囲に含まれない事業について、本施設の設置目的に合致し、利用促進

又は利用者のサービス向上につながる事業として甲が認める場合は、本業務の履行に支障をき

たすことのない範囲において、自己の責任と費用により自主事業として実施することができる。 

 

（自主事業計画書） 

第41条 乙は、前条の規定により、自主事業を実施しようとする場合は、甲に対して自主事業計

画書及び収支計画書を提出し、事前に甲の承認を受けなければならない。その際、甲と乙は、

必要に応じて協議を行う。 

２ 乙は、甲に提出した自主事業計画書の内容を変更しようとするときは、事前に甲の承認を得

なければならない。 

 

（自主事業に係る経費等） 

第42条 乙は、本業務と自主事業の経費を区分し、自主事業の収支を本業務の収支とは別に記録

しなければならない。 

２ 甲は、乙が行う自主事業の実施において乙に損失が生じた場合は、これを補填しない。  

３ 乙は、乙が行う自主事業の実施において乙に利益剰余金が生じたときは、当該剰余金をもっ

て市民サービスの向上等に努めるものとする。 

 

（自主事業における立会、報告、調査等） 

第43条 甲は、必要があると認めるときは、自主事業の実施に立ち会うことができるものとし、

乙はこれに協力しなければならない。 

２ 乙は、次の各号に該当したときは、速やかに甲に報告しなければならない。 

(1) 自主事業の実施に当たって、事故又は災害等の緊急事態が発生したとき。 

(2) 自主事業の実施に関し、争訟が提起されたとき、又は提起されるおそれがあるとき。  

(3) その他乙において自主事業の適正な実施が困難となったとき、又は自主事業の適正な実施

に重大な影響を及ぼすと認められる事態になったとき。 

３ 甲は、自主事業を適正に実施するため必要があると認めるときは、乙に対し報告を求め、乙

の帳簿、書類等の検査を行い、収支状況等について説明を求めることができる、又は自主事業

の実施について実地に調査することができる。 
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４ 乙は、甲から前項の求めを受けた場合は、合理的な理由がある場合を除き、その求めに応じ

なければならない。 

 

（自主事業の改善指示） 

第44条 甲は、前条第１項から第３項までの規定による立会、報告、調査等によって、乙の自主

事業の実施が適正でないと認めるときは、期限を定めて必要な事業の改善や是正の指示をする

ことができる。 

２ 乙は、前項により甲から指示を受けた場合は、甲が定める期限までに改善又は是正をしなけ

ればならない。 

 

 

第８章 損害賠償及び不可抗力 

 

（管理物件の損害賠償） 

第45条 乙は、故意又は過失により管理物件を損傷し又は滅失したときは、それによって生じた

損害を甲に賠償しなければならない。 

 

（甲又は第三者への損害賠償） 

第46条 乙は、本業務及び自主事業の実施に関し、甲又は第三者に損害を与えたときは、直ちに

甲に報告し、当該損害が乙の責に帰すべき事由により生じた場合は、甲又は当該第三者にこれ

を賠償しなければならない。 

２ 前項の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ、甲がその損害を賠償したときは、

乙は、当該賠償費用及びその賠償に伴い発生した補償費用を甲に支払うものとする。  

 

（保険） 

第47条 甲は、本業務の実施にあたり、甲の責めに帰すべき事由による損害賠償等に備えるため、

次の保険を付保しなければならない。 

(1) 火災保険（全国市有物件災害共済会の建物総合損害共済に加入） 

(2) 第三者賠償保険（全国市長会の市民総合賠償補償保険に加入） 

２ 乙は、本業務の実施にあたり、乙の責めに帰すべき事由による損害賠償等に備えるため、次

の保険を付保しなければならない。 

(1) 施設賠償責任保険 

(2) 第三者賠償保険（甲が加入している市民総合賠償補償保険の補償額以上のもの） 

(3) 食品営業賠償保険 
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（不可抗力発生時の対応） 

第48条 乙は、天災、人災その他甲及び乙の責めに帰すことのできない事由（以下「不可抗力」

という。）が発生した場合、その影響を早期に除去すべく早急に対応措置をとり、発生する損

害・損失及び増加費用を最小限にするよう努力しなければならない。 

 

（不可抗力によって発生した費用等の負担） 

第49条 乙は、不可抗力の発生に起因して乙に損害・損失や増加費用が発生した場合、その内容

や程度の詳細を記載した書面をもって甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の通知を受け取った場合、損害状況の確認を行った上で甲乙協議を行い、不可抗

力の判定及び費用負担等を決定する。 

 

（不可抗力による一部の業務実施の免除） 

第50条 前条第２項に定める協議の結果、不可抗力の発生により本業務の一部の実施ができなく

なったと認められた場合、乙は、不可抗力により影響を受ける限度において基本協定に定める

義務を免れるものとする。 

２ 甲は、乙が不可抗力により業務の一部を実施できなかった場合、甲乙協議の上、乙が当該業

務を実施できなかったことにより免れた費用分を指定管理料から減額することができるもの

とする。 

 

 

第９章 指定期間の満了 

 

（業務の引継ぎ等） 

第51条 乙は、指定期間が満了し、引き続き指定管理者とならなかったとき又は指定管理者の指

定を取り消されたとき（以下「期間満了時」という。）は、甲の指定する期日までに、甲又は

甲の指定するものに本業務の引継ぎを行わなければならない。 

２ 甲は、必要と認める場合には、前項に定める引継ぎに先立ち、乙に対して甲又は甲の指定す

るものによる管理施設等の視察を申し出ることができる。 

３ 乙は、甲から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除いてその申出に応じ

なければならない。 

 

（利用料金の引継ぎ等） 

第52条 乙は、期間満了時において、期間満了時以後の本施設の利用に係る利用料金を既に収受

している場合は、当該利用料金を甲又は甲の指定するものに引き継がなければならない。  

２ 前項の場合において、当該利用料金に期間満了時以前の本施設の利用に係る利用料金が含ま

れるときは、甲乙協議のうえ、引き継ぐ利用料金の額を決定するものとする。  
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（原状回復義務） 

第53条 乙は、期間満了時は、甲の指定する期日までに乙の負担により、管理物件を指定開始日

時点の原状に回復し、甲に対して管理物件を引き渡さなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲が認めた場合は、乙は、管理物件の原状回復を行わずに、甲に

引き渡すことができる。 

３ 第１項の場合において、乙が正当な理由なく、甲の指定する期日までに管理物件を原状に回

復しないときは、甲は、乙に代わって管理物件の原状回復を行うことができる。この場合にお

いては、乙は、甲の原状回復について異議を申し出ることができず、また、甲が支出した原状

回復に係る費用を補償しなければならない。 

 

（備品等の取扱い） 

第54条 期間満了時における備品等の取扱いについては、次のとおりとする。 

(1) 乙は、Ⅰ種備品等を甲の指定する期日までに甲に対して引き渡さなければならない。 

(2) 乙は、Ⅱ種備品等のうち自主事業に用いたものは、原則として自己の責任と費用で撤去・

撤収する。ただし、甲乙協議において両者が合意した場合、乙は、甲又は甲が指定するもの

に対して無償で引き渡すことができるものとする。自主事業に用いた以外の備品等は、施設

の備品等として、甲が所有するものである。 

 

 

第10章 指定期間満了以前の指定の取消し等 

 

（甲による指定の取消し等） 

第55条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、指定期間の途中であっても、手続条

例10条の規定に基づき、その指定を取り消し又は期間を定めて本業務の全部若しくは一部の停

止を命ずることができる。 

(1) 乙の責めに帰すべき事由により、基本協定等に定める事項を履行しないとき、又は履行で

きる見込みがないと認められるとき 

(2) 関係法令、条例又は基本協定等の規定に違反したとき 

(3) 本業務及び自主事業の実施にあたり、乙に不正の行為があったとき 

(4) 正当な理由なく本業務に関する甲の指示に従わないとき 

(5) 甲の求めた報告を行わないとき、又は虚偽の報告をしたとき 

(6) 正当な理由なく実地調査等を拒否又は妨害したとき  

(7) 暴力団員等と認められるとき、又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有する者

に該当すると認められるとき 

(8) 倒産（破産手続開始、再生手続開始、更生手続開始、整理開始若しくは特別清算開始の申

立又は手形交換所による取引停止処分をいう。）又は財務状況が著しく悪化したことによ

って本業務の遂行が困難と認められるとき 

(9) 著しく社会的信用を損なう等により指定管理者としてふさわしくないと認められるとき 
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(10)乙から不当要求行為等があったとき 

(11)乙から指定の取消しの申出があったとき 

２ 甲は、前項の規定に基づいて指定の取消し、又は業務の停止を行おうとするときは、事前に

その旨を乙に通知したうえで、次の事項について乙と協議を行うものとする。  

(1) 指定取消し又は業務の停止を行う理由指定取消日又は本業務の停止日 

(2) 指定の取消し又は業務の停止の要否  

(3) 指定の取消し又は業務の停止までの猶予期間の設定 

(4) 業務の停止を行う場合は、停止を行う業務の範囲 

(5) 乙による改善策の提示 

(6) その他必要な事項 

３ 第１項の規定により、指定を取り消され、又は期間を定めて本業務の停止を命じられた場合

において、既に指定取消し後又は停止を命じられた業務に係る指定管理料の支払いを受けてい

るときは、乙は、甲の請求により当該業務にかかる指定管理料を甲が定める期日までに返還し

なければならない。 

４ 第１項の規定により、指定を取り消され、又は期間を定めて本業務の停止を命じられた場合

において、乙に損害、損失や費用の増加が生じても、甲は、その賠償の責めを負わない。  

５ 甲は、第１項各号に定める場合のほか、管理施設の管理上特別の事由があるときは、乙と協

議のうえ、指定を取り消し、又は期間を定めて本業務の停止を命ずることができる。 

６ 前項の規定による指定の取消し、又は本業務の停止に伴い、乙が損害又は損失を被ったとき

は、乙は、甲に対し、その損害を賠償請求することができる。この場合の損害額は、前項の協

議において定めるものとする。 

 

（乙による指定の取消しの申出） 

第56条 乙は、次のいずれかに該当する場合、甲に対して指定の取消しを申し出ることができる。 

(1) 甲が基本協定等の内容を履行せず、又はこれらに違反したとき（一方的な仕様変更又は指

定管理料の減額等、甲から著しく不合理な要求が提示された場合を含む。） 

(2) 甲の責めに帰すべき事由により乙が損害又は損失を被ったとき 

(3) その他、乙が指定の取消しを求めるに足る理由があると認められるとき 

２ 甲は、前項の申出を受けた場合、乙との協議を経てその措置を決定するものとする。  

３ 第１項第１号又は第２号の規定による指定の取消しに伴い、乙が損害又は損失を被ったとき

は、乙は、甲に対し、その損害を賠償請求することができる。この場合の損害額は、甲乙協議

して定める。 

 

（不可抗力による指定の取消し） 

第57条 甲又は乙は、不可抗力の発生により、本業務の継続等が困難と判断した場合は、相手方

に対して指定の取消しの協議を求めることができる。 

２ 協議の結果、やむを得ないと判断された場合、甲は、指定の取消しを行う。 
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第11章 その他 

 

（権利義務の譲渡の禁止） 

第58条 乙は、基本協定等により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはなら

ない。ただし、会社の合併又は分割を原因とする承継等で、事前に甲の承認を受けたものにつ

いては、この限りではない。 

 

（変更の届出） 

第59条 乙は、定款、名称、所在地、代表者及び使用印鑑等、重要事項の変更を行った場合は、

速やかに変更したことを証する書面を添付のうえ、甲に届け出なければならない。  

 

（特許権等の使用） 

第60条 乙は、特許権等の知的財産権の対象となっている第三者の技術、資料等を使用するとき

は、その使用に関する一切の責任を負う。 

 

（関係機関との連絡調整） 

第61条 甲及び乙は、本業務を円滑に実施するため、情報交換及び業務の調整を図る連絡会議等

を開催する。 

２ 乙は、本業務の遂行に当たり、関係機関との連絡調整及び協議を緊密に行うものとする。  

 

（監査） 

第62条 乙は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第７項に基づき監査委員による監査

が行われる場合、又は同法第98条第２項の規定に基づき議会から監査委員に対し甲の事務に関

する監査の求めがあって監査委員による監査が行われる場合には、出頭、調査、帳簿書類その

他記録の提出等の請求に応じなければならない。 

 

（基本協定の変更） 

第63条 本業務に関し、本業務の前提条件や内容が変更となったとき又は特別な事情が生じたと

きは、甲乙協議の上、基本協定の規定を変更することができる。 

 

（管轄裁判所） 

第64条 基本協定等に関する訴訟の提起等は、甲の所在地を管轄する裁判所を第一審の裁判所と

する。 
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（協議） 

第65条 基本協定の解釈に関して疑義が生じたとき、又は基本協定に定めがない事項については、

地方自治法及び関係法令の規定によるほか、必要に応じて甲乙協議して定める。  

 

この基本協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙がそれぞれ記名押印の

上、各１通を保有する。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

甲 糸魚川市 

代表者  糸魚川市長          印 

 

 

乙 住 所 

名 称 

代表者                 印 
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別紙１   仕様書                    ページ 

別紙２   備品等一覧表                 ページ 

別紙３   リスク分担表                 ページ 
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（仮称）糸魚川市駅北子育て支援複合施設の 

維持管理・運営業務に係る年度協定書（案） 

 

 

 

 

 

令和 年 月 



目  次 

 

第１条（目的） 

第２条（年度協定の期間） 

第３条（令和 年度の業務内容） 

第４条（令和 年度の指定管理料） 

第５条（指定管理料の変更） 

第６条（指定管理料の支払） 

第７条（年度協定の変更） 

第８条（疑義の取扱い） 



糸魚川市（以下「甲」という。）と     （以下「乙」という。）とは、令和  年  

月 日に締結した（仮称）糸魚川市駅北子育て支援複合施設の維持管理・運営業務に係る基本

協定書（以下「基本協定」という。）に基づき、乙が管理する施設（以下「管理施設」とい

う。）の令和○年度における管理に関して年度協定（以下「年度協定」という。）を締結す

る。 

 

（目的） 

第１条 年度協定は、管理施設の管理業務（以下「本業務」という。）の令和○年度の業務内容

及び本業務の実施の対価として支払われる指定管理料を定めることを目的とする。 

 （年度協定の期間） 

第２条 年度協定の期間は、令和  年４月１日から令和  年３月31日までとする。 

（令和○年度の業務内容） 

第３条 甲及び乙は、令和○年度の本業務の内容は、基本協定及び仕様書に定めるとおりである

ことを確認する。 

（令和○年度の指定管理料） 

第４条 前条の業務内容の実施の対価として、甲が乙に支払う令和○年度の指定管理料は、年額

円（うち消費税及び地方消費税の額      円）とする。 

（指定管理料の変更） 

第５条 甲又は乙は、経済状況等の著しい変動その他の特別な事由により、前条に定める指定管

理料が不適当となった場合には、相手方に対して通知をもって指定管理料の変更の協議を申し

入れることができる。 

２ 甲又は乙は、前項の申し入れを受けた場合は、協議に応じなければならない。 

３ 指定管理料の変更の可否や、変更金額等については、前項の協議により決定する。 

（指定管理料の支払） 

第６条 乙は、別紙支払計画書に基づき、甲の指定する方法により請求する。 

２ 甲は、前項の規定により乙から請求があったときは、請求書を受理した日から30日以内に乙

に支払う。 

（年度協定の変更） 

第７条 本業務に関し、本業務の前提条件や内容が変更となったとき又は特別な事情が生じたと

きは、甲と乙の協議の上、年度協定の規定を変更することができる。 

（疑義の取扱い） 

第８条 基本協定において年度協定で定めるとしたもので、年度協定に定めのない事項又は年度

協定に関し疑義が生じた事項については、甲乙協議して定める。 

 

この年度協定を証するため、本書を２通作成し、甲、乙がそれぞれ記名押印の上、各１通を保

有する。 

 

 

 

 



 

 

令和 年４月１日 

 

甲 糸魚川市 

代表者  糸魚川市長          印 

 

 

乙 住 所 

名 称 

代表者                   印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 令和   年度指定管理料の支払計画書 

 

 

                              令和  年  月  日 

 

指定管理料の支払いを次の表のとおりとする。 

 

 

支払時期 支払日 
支払金額 

通常分 精算を要する経費 計 

第１四半期 令和 年 月末 円 円 円 

第２四半期 令和 年 月末 円 円 円 

第３四半期 令和 年 月末 円 円 円 

第４四半期 令和 年 月末 円 円 円 

  円 円 円 

 

  



 

 

 


